
複数の通信会社を「選べる」ビルこそが�
テナントに「選ばれる」ビルになる！�

日本における電気通信事業の自由化は、1998年に外資系通信会社の参入が認められたことで一気に進んだ。ユーザーが集中

するオフィスエリアでは、新しい通信会社（*）が次々と光ファイバーケーブル（*）や無線のネットワークを構築しており、現在で

はNTT回線をいっさい経由しなくても国内や海外へのアクセスが可能である。その結果、通信会社間の競争により料金の低下

が期待されるが、そのメリットを享受するには、ユーザー側が知識をもって「通信会社を選ぶ」必要があるのはいうまでもない。

今回の特集では、最近の通信環境の変化と、すでに複数のキャリアの回線を設置して多様化した通信ニーズに応える「次世代型

通信インフラモデル」でオフィスビルの差別化を図っている大手不動産会社の取り組みについてレポートしていこう。�

■日本でも「通信会社を選ぶ時代」に�

�

　1985年のいわゆる「電電改革三法」の施

行により電気通信事業への新規参入が可能

になったことで、DDI（第二電電）、日本テレコ

ムといったNCC（新電電）（*）が誕生し、日本

における電気通信事業の自由化が始まった。

長距離通話のサービスで経営基盤を固めた

NCC各社は、事業拡大や、提携、統合によっ

てデータ通信や国際通信へのメニューを広

げていったが、この段階ではユーザーの手元

に引かれている回線（加入者回線）はほとん

どがNTTのものだったため、ビルの通信イン

フラが変わるまでには至っていない。�

　企業にとっての通信環境が大きな変化を

遂げるのは、WTO（*）の基本電気通信交渉

の結論を受けて外資系通信会社を含む電気

通信事業の完全自由化が実施された98年以

降だ。というのも、米国系の通信会社では、

すでに有線（光ファイバー）や無線(*）で、直接、

ビルに自社回線を敷設することにより、安価

で高品質の通信サービス事業を展開してき

た経験があり、そのノウハウを持ち込むことで、

世界第二の規模をもつ日本の通信マーケット

に地歩を固めようとしたのである。�

　外資系通信会社が日本におけるインフラ

整備計画を進めたことで、NTTグループや既

存の国内NCCも同様のサービスを強化する

ようになり、ユーザー側の選択肢は一気に広

がった。つまり、テナント企業にとって「通信

会社を選べる時代」がやってきたのである。�

　ちなみに、現在、オフィスビルまでダイレクト

に回線をつないで通信ネットワーク構築を行

おうとしている企業は、代表的なところでは次

の11社だが、国内、外資とも新規参入は続い

ており、選択の幅はますます増えていく傾向

にある。�

�

【NTT系】�

東日本電信電話株式会社（NTT東日本）�

西日本電信電話株式会社（NTT西日本）�

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会

社（NTTコミュニケーションズ）�

【KDD、国内NCC系】�

KDD株式会社　※DDIグループと合併予定�

ケイディディ・ウィンスター株式会社�

東京通信ネットワーク株式会社（TTNet）�

日本テレコム株式会社�

株式会社クロスウェイブ コミュニケーションズ�

【外資系】�

MCIワールドコム・ジャパン株式会社�

レベルスリー・コミュニケーションズ株式会社�

KVHテレコム株式会社�

�

■大手不動産会社のプロジェクト�

�

　このような通信会社の動きに対し、オフィス

ビルのサプライヤーである大手不動産会社は

積極的な対応をみせている。続くケーススタ

ディで解説するように、三菱地所、森ビル、三

井不動産では、新築ビルはもちろん、既存ビ

ルにも改修工事を行うことで、複数の通信会

社の情報通信ネットワークを利用できる「次

世代型通信インフラモデル」の提供を始めた。�

　NTTの加入者回線を経由しない通信環境

を実現するには、ビルオーナー側の対応が欠

かせない。というのも、たとえば光ファイバー

ケーブルをユーザー側まで引き込む場合、道

路の地下への敷設は、管理する都道府県や

市町村でも、所定の申請手続きを踏めば許

可する方向にあるが、「私有物」であるビルへ

の回線の接続はオーナーがＯＫしなければ難

しいからだ。同様の問題は米国でも生じていて、

バックボーン（*）から伸びる加入者回線の確

保を「最後の１マイル（Last OneMile）」と呼

び、通信会社の設備担当者にとって最大の

課題となっているようだ。�

　しかし逆にいえば、もしオーナー側が複数

の通信回線を設置することに同意すれば、す

ぐにでも「通信会社を選べる」ビルになる。大

手不動産会社の取り組みは、日本でいち早く

このような通信インフラ環境を実現し、営業上

の差別化を図ろうとしているのである。�

�

■テナント、通信会社、�

　ビル側の3社にメリット�

�

　通信の新時代に対する大手不動産会社の

取り組みはそれぞれ微妙に異なるが、「テナン

ト側へのサービス内容を向上させよう」という

方針は共通している。引き込み管路の増設、

MDF室（*）など通信機器の設置スペースの

新設、通信ケーブル配線シャフト内の整備と

いったコスト負担が生じるにも関わらず情報

通信インフラの整備を進めるのは、その結果

として、テナント、通信会社、そしてビル側にも

大きなメリットがあるからだ。�

　まずテナント企業にとっては、複数の通信

会社のサービス内容を比べながら選べることで、

業務形態にあった情報通信環境を、これまで

より低コストで実現できる。一方、通信会社に

とっては、データ通信の大きなニーズが期待

できるオフィスビルに回線を敷設できることで、

事業の拡大が可能だ。さらにビル側にとっては、

「通信会社を選べる」というビルの性能をア

ピールすることで優良なテナントを確保できる。�

　情報通信ネットワークは、今や、水道や電気、

ガスなどと並ぶ重要なライフラインである。ただ、

その使い方は、テナントによってかなり異なる

はずだ。たとえば、海外の拠点や取引相手と

24時間、通信回線をつなぎっぱなしにしたい

企業もあれば、現在の電話網でも十分という

企業もある。�

　したがって、これからのビル選びは、立地や

スペースといった条件だけでなく、「通信イン

フラの整備状況」も重要なテーマになってく

るだろう。�

　次ページからは、現在、積極的にオフィスビ

ルに光ファイバー回線を敷設している外資系

通信会社のレベルスリー・コミュニケーション

ズと、次世代通信インフラモデルの実現をめ

ざしてプロジェクトを進行中の大手不動産会

社ついて、取り組みをスタートさせた順にケー

ススタディを行っていこう。その内容から、情

報通信の新しい波を感じていただければ幸い

である。�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�
新時代のビル選択�

特集�



オフィスビルを海外に直結させる�
新しい大容量のデータ通信サービス�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�

■欧米の実績を武器に日本市場に参入�

�

　レベルスリー・コミュニケーションズ（以下、

Level３）は、日本の通信マーケットの開放に合

わせて設立された外資系通信会社の一つだ。

親会社である米国のLevel3Communications

は、自社の光ケーブルネットワークで、大容量

の回線を提供するサービスにより急成長した

ベンチャー企業である。現在では欧米で広く

事業展開を行うだけでなく、世界戦略の一環

として太平洋および日本と香港間にも海底ケ

ーブルを確保し、日本における本格的なビジネ

スをスタートさせている。�

「日本でも15年前から新しい通信会社が次々

と生まれましたが、ほとんどが長距離電話通信

のサービスを中心にしており、ユーザーの足も

との加入者回線はNTTのものを使っていました。

しかし、インターネットの普及に伴い、データの

通信回線を見直す時期に来ています。Level

３は、リーズナブルで高品質のデータ通信回

線サービスを提供していきます」（代表取締役

会長・池内健浩氏）�

　すでに都内の主要なオフィスエリアには、光

ケーブルを敷設できる見通しで、「ビルオーナ

ーの了承が得られれば、すぐにでもテナントに

対してサービスを開始したい」と池内氏は言う。�

「Level３が主要なユーザーと考えているのは、

大容量の国際データ通信ニーズがあるインタ

ーネットサービスを提供する企業ばかりでなく、

金融会社や商社なども含まれます。このよう

な企業は特定のオフィスエリアに集中してい

ますから、無駄なく回線をつなぐことで、ネット

ワーク構築のコストを抑えることができる。そ

の結果、私たちにとって最大のセールスポイ

ントである価格面のメリットが生まれるのです」

（池内氏）�

�

■技術によるサービス差別化で�

　リーズナブルな料金を実現�

�

　最近では国内のNCCもオフィスビルを直

接つなぐネットワークの構築を進めており、

NTTを含めた激しい競争が始まっているが、

Level３では「これまで培ってきた技術で差別

化されたサービス提供が可能」と、日本でも成

功を確信している。�

　その「技術」の一つが、インターネットなど

で使われている通信規格（TCP/IPプロトコル）

（*）をネットワーク全体に採用しているという

点だ。これにより、従来の電話交換機などの

高価な設備がいらなくなり、設備コストは大幅

に低減できる。インターネットの技術は日進月

歩で進歩しており、「この方式でも、従来の通

信と同じ品質を保証できる」と説明している。�

「いわゆる電話交換局のように回線を集積す

る施設を私たちはゲートウェイと呼んでいます。

港区の新日鉱ビルに建設中の東京ゲートウエ

イがサービスを開始すれば、そこを経由して国

際回線とユーザーを、直接結ぶことができます。

すでに欧米には32カ所のゲートウェイがあり、

Level３のネットワークだけで世界の主要なオ

フィスエリアはつながっているといっていいで

しょう」（池内氏）�

　ちなみにゲートウェイは単に回線接続の基

地となるだけでなく、そこに顧客企業のネット

ワーク設備を置き、多数の関連サービスを提

供していくことが可能だ。�

「Level３では回線を提供するだけでなく、ゲ

ートウェイで顧客ネットワーク設備を預かるコ

ロケーションというサービスを始めます。これ

により、企業は社内に膨大な機器を置く必要

がなくなりますから、スペースコストが削減でき

るだけでなく、私たちが設備を管理することに

よりネットワークの稼動性とセキュリティが守

られるのです」（池内氏）�

　通信が競争の時代に入ったからこそ、「他

社にない技術とサービスで、ユーザーの求め

る情報通信の環境を実現していきたい」とい

う池内氏。�

「ただ、ビルのテナントである企業がそのサー

ビスを受けるためには、ビルのオーナーに『こ

れからは通信会社を選べる時代だ』ということ

を理解してもらわなければなりません。今や、

大容量の帯域幅を持つデータ通信回線はオ

フィス構築のインフラで重要な意味を持つの

ですから」（池内氏）�

�

特集�

丸の内エリアを中心に「密度の濃い」�
通信情報ネットワークを構築�
●三菱地所株式会社�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�

�

特集�

■丸の内地区の通信インフラ整備を完了�

�

　三菱地所は、日本でもっとも早い時期から

通信インフラの整備への取り組みを行ってい

るビルサプライヤーの一つだ。�

「最初に検討が始まったのは、NTTが民営化

された1985年ごろのことです。その後、NTTと

協力して丸の内エリアに光ネットワークを構築

する構想が生まれ、これに対応するため、86年

ごろから順次ビルへの引き込み管路の増強

工事を行ってきました」（ビル業務部・北川純氏）�

　ここ数年間は、通信企業の規制緩和に伴い、

通信会社の動きも激しく、その動向を見据え

ながらインフラ整備の計画を慎重に練ってき

たという。�

「連日のように変化のある通信業界の動向に

対し、私たちの提供するオフィスビルは何十年

も使っていただくものですから、どのレベルま

でサプライヤーが関わるべきか見極めるのが

大変でした。しかし、通信サービスが多様化し、

テナント企業にとって選べる状況が来るのは

確かでしたので、あらゆる通信キャリアを受け

入れるために、まずハード部分の対応として順

次各ビルで光ケーブル用の引き込み、管路増強、

MDF室の増設等の対応工事を進めてきたの

です」（北川氏）�

　その結果、現在まで、丸の内の約30棟のビ

ルで引き込み管路から配線シャフト内の整備

まで完了し、複数の通信会社のネットワークを

受け入れる体制を整えている。�

「丸の内エリアでは、すでに他地域に先駆け、

NTTとTTNetの光ケーブルネットワークは構

築されていますが、さらに現在では、この２社（NTT

は分割によりNTT東日本に引き継ぎ）に加え、

日本テレコム、KDD、MCIワールドコム、KVH

テレコムなどとビル内設備導入に関する協定

に合意しました。また、NTTドコモと協力して、

ビル内に移動通信システムを導入することに

よって、モバイル環境の整備にも力を注いで

います」�

　そしてこれからも、新規参入会社の受け入

れは積極的に行うつもりだという。�

�

■丸の内スーパーネットによる�

　多彩なサービス�

�

　三菱地所のビルにおける次世代に向けた

情報環境整備の特長は、エリア戦略とハード

とソフトの両方からサービスを提供していく点

にある。�

「当社の場合、丸の内にビルが集中している

というメリットを最大限に生かし、ビジネスを支

援するさまざまなサービスをテナント企業に提

供していこうと考えてきました。このため、まず

エリア内で先行して高度なネットワーク基盤

の整備を進めていたNTTグループ企業でか

つ多彩なマルチメディア事業を展開する

NTT-MEと組み、ソフトを含めたサービスを開

始することにしました」（ソフト事業推進室・藤

井宏章氏）�

　「丸の内スーパーネット」と呼ばれる情報ネ

ットワークサービスは、茅場町に設置されたサ

ーバセンター（*）を中核に丸の内のオフィスビ

ルをつなぎ、より高速で安定したインターネッ

ト環境をベースにさまざまなサービスを提供し

ていくものだ。�

「たとえば、ネット上で決裁が可能なオンライ

ン購買システムやより優良なアクセス環境を

必要とするWeb上でのグループウェアサービ

スなど、オフィス業務のアウトソーシング環境を、

エリアの通信ネットワーク上に構築していきます」

（藤井氏）�

　丸の内スーパーネットに加入すれば、テナ

ント企業はビルの通信回線にパソコンを接続

するだけでさまざまなオンラインサービスをよ

り優良な通信環境で利用できることになり、そ

のメリットは大きい。�

「通信会社が選べるようにするだけでなく、オ

ンラインサービスを提供することで、丸の内エ

リアは都内でももっとも情報インフラが整備さ

れた地域になったといえるでしょう。これは多

くの企業に対して重要なアピールポイントに

なるはずです」（北川氏）�

●レベルスリー・コミュニケーションズ株式会社�

40/33mm duct�
（40/33mm管路）�

Cable containing multiple�
strands of fiber�
（複数のロープ状のファイバーを含むケーブル）�

Cladding�
（覆い）�

A single strand of fiber�
（1本のロープ状のファイバー）�

Level 3 Intercity Network�
（Level3のインターシティ・ネットワーク）�

Core�
（芯）� 大手町・丸の内・有楽町ビル群�

※赤い円内は�
　サーバセンターを表しています。�

アウトソ－シング系�
提携サービス用サーバ�

エリアサービス用サーバ�

高速インターネットゲートウェイ�

高速インターネット回線�

各ビル光回線敷設�

国内主要ISP海外�

●丸の内における三菱地所の�
　通信ネットワーク環境（概念図）�

A社通信センター�

B社通信センター�

C社通信センター�

※ISP(インターネット・サービス・プロバイダ)

※エリア内の各ビルは、光ファイバーでつながっています。�
※赤い線�
　「丸の内スーパーネット」…先行する　
　NTTの光ファイバーを活用したIPネット
　ワークによる次世代型プラットフォーム�
※青い線�
　各ビルに複数の通信事業者で引き込み�
�



オフィスビルの規模に合わせた�
合理的な通信インフラ整備プロジェクト�
●三井不動産株式会社�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�特集�

ビル群を結ぶ独自の光ファイバーネットワークを構築�
テナント向けに大容量・高信頼性の通信サービスを提供�
●森ビル株式会社�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�

■ビル群を結ぶ高速・大容量の�

　光ファイバー網の構築�

�

　多くの外資系企業をテナントに持つ森ビルは、

「次世代通信インフラモデル」として独自に

MII（森ビル情報インフラストラクチャー）事業

を3年前からスタートしている。�

「国際的に活躍する企業では、日本でも海外

と同じような通信環境を実現することがオフィ

ス選択の条件になりますから、私たちも早くから、

回線の増強などの対応は進めてきました。そし

て98年以降、外資も含めた電気通信事業の

完全自由化が実施される動きが出てきたため、

NTT以外の通信会社による通信インフラの整

備の検討を開始したのです」（MII事業室・上

野浩志氏）�

　この段階で、外資系を含む多くの通信会社

から「ビルに直接回線を引き込ませてほしい。」

という問い合わせが多数あり、森ビルでは通

信会社各社と協議を重ねた結果、MCIワール

ドコム・ジャパンをパートナーに選び、共同事

業による光ファイバーのエリアネットワークを

構築することとした。これにより、従来の地域

電話会社に支払われていた接続料を大幅に

削減することが可能になった。�

「森ビルグループでは、赤坂や六本木、虎ノ

門を中心に多くのオフィスビルを運営しており、

そのエリアにある約40棟に光ケーブルを敷設

したいと考えていました。また、各通信会社の

回線をすべて直接引き込むことは、ビルの限

られた引き込みルートや、通信機械室に対し

て非効率であるため、森ビルが主体となって

MCIワールドコム1社と共同で個々のビル単

位への引き込みではなく、各ビルを結ぶエリ

アネットワークを構築し、森ビルグループ各ビ

ルへギガビットクラスの高速・大容量の通信

インフラの整備を実現したのです」（上野氏）�

�

■MIIの通信サービス概要�

�

　森ビルとMCIワールドコムのプロジェクトは

次のようなものだ。�

　ARK森ビルを始めとした森ビルグループの

運営する約40棟のビルを光ファイバーでルー

プ状に結び、六本木１丁目に建設中のビルに

はMCIワールドコムの通信センターを設置し、

今秋陸揚げが予定されている米国からの海

底ケーブルを直結する。�

「ループ状にすることで、たとえ１カ所が切断

されても、もう一方のルートの接続は確保され

ているため、引き込み回線の安全性が高いと

いえます。さらに各ビルによっては、従来の

NTT用とMIIのエリアネットワーク用の2つの

MDFを設置し、ビル内においても二重化がと

られているのです」（上野氏）�

　森ビルでは、このMIIエリアネットワークを利

用してテナントに対してMCIワールドコムを始

めとした複数の国内長距離、国際通信会社

のサービスの提供を行い、選択性を広げたも

のとしている。�

　さらに森ビルでは、このインフラを利用して、

総合的な通信サービスを展開していく。�

「私たちはすでに1996年から、MIIのインター

ネットサービスをテナント向けに提供しており、

今回の通信サービスが加わったことで、この

サービスをさらに充実させ、テナント側からの

多種多様な情報通信ニーズに応えていくつ

もりです」（上野氏）�

「通信の環境が変わったことで、ビルのサプ

ライヤーはさまざまな工夫により差別化を図っ

ていけるようになりました。私たちとしても、都

心立地のデベロッパーならではの情報通信

化など、通信環境の整備に積極的に取り組み、

テナントの高度な要求にも応えられるものに

していきます。」（上野氏）�

�

特集�

■すべての通信会社に�

　門戸を開く基本方針�

�

都内で多くのオフィスビルを運営する三井不

動産では、通信自由化の動きに対応するため、

1999年、部内にITチームをつくり、さまざまな

対策を検討してきた。�

「テナント企業である外資系の金融会社や商

社などからもヒアリングを行い、どのような方

法でインフラ整備をするのがベストなのか考

えました。その結果、複数の通信会社から選

べる環境を実現することが最優先課題だとい

うことになったのです」（ビルディング本部・中

嶋定和氏）�

　この段階で、三井不動産が決めたのは、「す

べての通信会社に対してオープンに対応して

いく」という方針だ。�

「通信会社と一口にいっても、光ケーブルを利

用する有線ネットワークのところもあれば、屋上

にパラボラアンテナを設置する無線方式のと

ころもある。また、国内や海外といった得意分

野もあるわけで、どこと契約するかは、それこそ

テナント側のニーズによりまったく異なるのです。

したがって、ビルのサプライヤーとしては、最大

限、その要望に応えるインフラづくりをすること

になりました」（中嶋氏）�

　といっても、ビルの規模によって設置できる

設備には限りがある。その課題に対して、三井

不動産は非常に合理的なプロジェクトをスター

トさせた。�

「すべてのビルを規模により、３つに分けたの

です。そして、大型規模のビルでは申し込み

のあった通信会社全社の回線を受け入れる

準備をしますが、中規模ビルでは３社以上、小

規模ビルでは２社以上から受け入れるという

ようにスタンダードを決めました」（中嶋氏）�

　そして引き込み管路の増設やMDF室の新設、

アンテナの設置などについて各キャリアと具

体的な設置計画を詰めており、70棟の大規

模ビルについては年内に工事を終える予定

だという。�

�

■利用できる通信会社の数が�

　ビルの価値になる�

�

「参入を希望する通信会社に対して広く門戸

を開き、選択はテナントにまかせる」という三

井不動産の方針は、通信会社からも歓迎され、

すでに10社以上と基本協定を結ぶに至った。�

「すべてオープンにしたため、より多くの通信

会社が参入することになり、テナントに対する

サービスの向上につながったと思っています」�

（中嶋氏）�

　たしかに、利用できる通信会社が多ければ

多いほど、テナントにとっては、よりベストな回

線を選べるだけでなく、通信会社間の競争に

より価格を抑えられるというメリットがある。�

「通信の選択肢が広がると、企業では複数の

通信会社を同時に利用するケースが多くみら

れます。このため、新しくオフィスを探すときも、

引き続き同じ通信会社の回線の確保が条件

になる。私たちはできるだけ多くの選択肢を用

意することで、テナント企業にとって魅力的な

オフィスビルを供給していこうとしているのです」

（中嶋氏）�

�

�

既存森ビル群�

六本木六丁目計画�

※ループ状に敷設された回線を通じて複数の長距離、�
　国際通信会社のサービスを提供し、選択性を広げます。�

※従来の地域回線であるNTTが使用�
三井不動産ビル群�

※各ラインは各通信事業者の�
　回線を表しています。�

MII-MCIワールドコム�
通信センター�

通信会社A社�

通信会社B社�

通信会社C社�

通信会社D社�

通信会社E社�

愛宕2丁目計画�アークヒルズ�

●森ビルの通信ネットワーク環境（概念図）� ●三井不動産の通信ネットワーク環境（概念図）�

MIIエリアネットワーク�

�

第2MDF
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長距離・国際回線�
（MII+MCIワ－ルドコム）�

MDFMDF

�

 

相
互
接
続�

通信会社B社� 通信会社D社�

通信会社E社�

通信会社C社�

通信会社A社�

（森ビルグループ）�



通信・ネットワーク用語解説�

オフィスビルの「通信インフラ」大研究�特集�

●通信会社�
電気通信事業者のことで、法律上は、自社回線をもち通信サービスを行う第一種電気通信事業者（キャリア）と、それらの会社から
回線を借りて通信サービスを行う第二種電気通信事業者（インターネットプロバイダーなど）にわけられる。�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
●光ファイバーケーブル�
電気信号を光の強弱によって転送するもので、髪の毛よりも細いガラス繊維またはプラスチックからできている。光ファイバーは導
線に比べて高速かつ大量のデータを少ない損失で伝送することができ、また電磁誘導を受けないという利点を持つため、デジタル
通信の主役として広く用いられている。しかし、導線と異なり電流を流すことができないため、必ず別途に電源を必要とするという弱
点もある。��
�
�
●NCC（new common carrier）�
NTT（電電公社）、KDDなどのように法律に基づき設立された既存の通信会社（コモンキャリア）に対して、自由化以降、第一種通
信事業に新しく参入した事業者のこと。��
●WTO基本電気通信交渉�
世界貿易機関における基本電気通信交渉のことで、1997年２月に、「各国の通信サービス市場は98年から原則的には開放されな
ければならない」という結論に達した。このため、WTO加盟の130カ国・地域のうち、日本を含む54カ国・地域において、ほぼ完全な
通信の自由化が行われ、外資通信会社の参入が可能になった。��
●有線や無線�
NTTの加入者回線を使わずにオフィスビルから外部につながる情報通信ネットワークを構築するには、有線と無線、２つの方法があ
る。道路の地下に敷設した光ファイバーから直接、引き込むケースでは、工事に時間やコストがかかるが、大容量・高速・高品質の通
信環境が実現できる。一方、屋上のパラボラアンテナを使う無線方式では、現在の社内ネットワーク（LAN）に近いスピードは可能
だが、それ以上の大容量通信には向かない。今後は、都心のオフィスエリアでは有線、郊外のオフィスビルでは無線といったように、
使い分けが進むものとみられている。��
●バックボーン�
海底ケーブルや市外、市内などに敷設される基幹ネットワーク回線のこと。このバックボーンの容量が、通信会社の事業規模になる。��
●MDF�
大量の通信ケーブルを収容する際にケーブルを整理するための配線分配装置。数千本から数万本の回線ケーブルの場合、いった
んMDFの回線収容端子に収容してから交換機に接続する。それによって簡単に回線の収容を変えたり障害を探すことができる。さ
らに、回線の管理も容易になるという利点がある。�
�
�
●通信規格（TCP/IPプロトコル）�
ネットワークを介してコンピュータ同士が通信を行う上で、相互に決められた約束事の通信規約をプロトコルという。対応しているプ
ロトコルが異なると通信することができない。従来の通信ネットワークは、交換機内で回線を物理的に接続することにより経路の切
替を行っていた（実際にはデジタル交換機で電気的に行われている）。しかし、TCP/IPのプロトコルでは、送られるデータ自体に「行
き先」の情報を付加するため、ルータという装置で簡単に処理ができる。ルータ自体は技術革新によりスピードアップと小型化が日
進月歩で進んでいるため、交換機方式とのコスト差はこれからも広がっていくものとみられている。�
�
�
●サーバセンター�
顧客企業のサーバを預かり、顧客のインターネット事業の運用管理サービスを代行する施設。プロバイダ（接続事業者）などの顧
客企業は、サーバを預けることによってコストを削減でき、サービスの質を高めることが可能になる。�
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Keyword

第一種電気通信事業�
�
�

電気通信回線設備を設置して�
電気通信役務を提供する事業�

第二種電気通信事業�
�
�
他の電気通信事業者から�
電気通信役務の提供を�
受けて行う電気通信事業�

・特別第二電気通信事業�
①「公専公接続」により音声サービスを不特定多数のユーザーに提供する�
②外国との通信を行うための電気通信設備を他人の用に提供する事業�
�
・一般第二種電気通信事業�
特別第二種電気通信事業以外の第二種電気通信事業�
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